
歳　出 2023/1/25

割合〔%〕 金額〔千円〕 割合〔%〕 金額〔千円〕

1 2,996,217 3,142,807 △ 4.66 △ 146,590 1 60,761 66,868 △ 9.13 △ 6,107

1 2,996,217 3,142,807 △ 4.66 △ 146,590 1 43,028 41,167 4.52 1,861

1 一般被保険者国民健康保険税 2,996,168 3,142,691 △ 4.66 △ 146,523 1 一般管理費 41,368 39,348 5.13 2,020

(1) 現年課税分 2,863,825 2,989,046 △ 4.19 △ 125,221 2 団体負担金 1,660 1,819 △ 8.74 △ 159

　① 医療給付費分 2,018,218 2,076,288 △ 2.80 △ 58,070 2 15,841 23,838 △ 33.55 △ 7,997

　② 後期高齢者支援金分 657,116 706,273 △ 6.96 △ 49,157 1 賦課徴収費 15,841 23,838 △ 33.55 △ 7,997

　③ 介護納付金分 188,491 206,485 △ 8.71 △ 17,994 (1) 賦課事務費 5,403 13,379 △ 59.62 △ 7,976

(2) 滞納繰越分（収税課） 132,343 153,645 △ 13.86 △ 21,302 (2) 徴収事務費（収税課） 10,438 10,459 △ 0.20 △ 21

2 退職被保険者等国民健康保険税 49 116 △ 57.76 △ 67 3 914 914 0.00 0

(1) 現年課税分 3 3 0.00 0 1 運営協議会費 914 914 0.00 0

　① 医療給付費分 1 1 0.00 0 4 978 949 3.06 29

　② 後期高齢者支援金分 1 1 0.00 0 1 趣旨普及費 978 949 3.06 29

　③ 介護納付金分 1 1 0.00 0 2 10,160,918 10,033,504 1.27 127,414

(2) 滞納繰越分（収税課） 46 113 △ 59.29 △ 67 1 8,762,387 8,643,339 1.38 119,048

2 1 1 0.00 0 1 一般被保険者療養給付費 8,631,000 8,515,680 1.35 115,320

1 1 1 0.00 0 2 退職被保険者等療養給付費 10 75 △ 86.67 △ 65

1 総務手数料（収税課） 1 1 0.00 0 3 一般被保険者療養費 111,000 107,160 3.58 3,840

3 1 1 0.00 0 4 退職被保険者等療養費 10 12 △ 16.67 △ 2

1 1 1 0.00 0 5 審査支払手数料 20,367 20,412 △ 0.22 △ 45

1 災害臨時特例補助金 1 1 0.00 0 2 1,338,010 1,335,093 0.22 2,917

4 10,299,488 10,149,025 1.48 150,463 1 一般被保険者高額療養費 1,338,000 1,335,048 0.22 2,952

1 10,299,488 10,149,025 1.48 150,463 2 退職被保険者等高額療養費 10 45 △ 77.78 △ 35

1 保険給付費等交付金 10,299,488 10,149,025 1.48 150,463 3 2,300 2,250 2.22 50

(1) 普通交付金 10,102,307 9,979,521 1.23 122,786 1 一般被保険者高額介護合算療養費 2,200 2,150 2.33 50

(2) 特別交付金 197,181 169,504 16.33 27,677 2 退職被保険者等高額介護合算療養費 100 100 0.00 0

　〔国保医療課分〕 165,000 136,462 20.91 28,538 4 200 200 0.00 0

　〔健康管理課分〕 31,024 31,885 △ 2.70 △ 861 1 一般被保険者移送費 100 100 0.00 0

　〔地域保健課分〕 1,157 1,157 0.00 0 2 退職被保険者等移送費 100 100 0.00 0

5 2 151 △ 98.68 △ 149 5 45,021 38,660 16.45 6,361

1 2 151 △ 98.68 △ 149 1 出産育児一時金 45,000 38,640 16.46 6,360

1 利子及び配当金 2 151 △ 98.68 △ 149 2 支払手数料 21 20 5.00 1

6 1,129,746 789,452 43.11 340,294 6 12,000 13,500 △ 11.11 △ 1,500

1 1,129,745 589,452 91.66 540,293 1 葬祭費 12,000 13,500 △ 11.11 △ 1,500

　 1 一般会計繰入金 1,129,745 589,452 91.66 540,293 7 1,000 462 116.45 538

(1) 法定繰入金 662,135 589,451 12.33 72,684 1 傷病手当金 1,000 462 116.45 538

　① 保険基盤安定繰入金 517,932 435,372 18.96 82,560 3 4,061,248 3,831,634 5.99 229,614

　② 事務費繰入金 67,321 79,504 △ 15.32 △ 12,183 1 2,647,821 2,540,023 4.24 107,798

　③ 出産育児一時金繰入金 30,000 25,760 16.46 4,240 1 一般被保険者医療給付費分 2,647,821 2,539,532 4.26 108,289

　④ 財政安定化支援事業繰入金 46,882 48,815 △ 3.96 △ 1,933 2 退職被保険者等医療給付費分 0 491 △ 100.00 △ 491

(2) 法定外繰入金 467,610 1 46,760,900.00 467,609 2 1,045,377 909,774 14.91 135,603

　① その他一般会計繰入金 467,610 1 46,760,900.00 467,609 1 一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,045,377 909,670 14.92 135,707

2 1 200,000 △ 100.00 △ 199,999 2 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0 104 △ 100.00 △ 104

1 財政調整基金繰入金 1 200,000 △ 100.00 △ 199,999 3 368,050 381,837 △ 3.61 △ 13,787

7 1 1 0.00 0 1 介護納付金分 368,050 381,837 △ 3.61 △ 13,787

1 1 1 0.00 0 4 3 3 0.00 0

1 繰越金 1 1 0.00 0 1 3 3 0.00 0

8 51,603 53,603 △ 3.73 △ 2,000 1 共同事業拠出金 3 3 0.00 0

1 36,600 36,600 0.00 0 5 175,311 182,162 △ 3.76 △ 6,851

1 一般被保険者延滞金（収税課） 36,000 36,000 0.00 0 1 62,939 66,316 △ 5.09 △ 3,377

　 2 退職被保険者等延滞金（収税課） 600 600 0.00 0 1 保健衛生普及費 5,068 7,015 △ 27.75 △ 1,947

2 15,003 17,003 △ 11.76 △ 2,000 2 疾病予防費 57,871 59,301 △ 2.41 △ 1,430

1 一般被保険者第三者納付金 9,000 9,000 0.00 0 〔国保医療課分〕 6,066 10,297 △ 41.09 △ 4,231

2 退職被保険者等第三者納付金 1 1 0.00 0 〔健康管理課分〕 51,805 49,004 5.72 2,801

3 一般被保険者返納金 6,000 8,000 △ 25.00 △ 2,000 2 112,372 115,846 △ 3.00 △ 3,474

　 4 退職被保険者等返納金 1 1 0.00 0 1 特定健康診査等事業費 112,372 115,846 △ 3.00 △ 3,474

　 5 雑入 1 1 0.00 0  特定健康診査事業（健康管理課） 108,344 111,380 △ 2.73 △ 3,036

14,477,059 14,135,041 2.42 342,018  特定保健指導事業（地域保健課） 4,028 4,466 △ 9.81 △ 438

0 0 6 1 149 △ 99.33 △ 148

1 1 149 △ 99.33 △ 148

1 財政調整基金積立金 1 149 △ 99.33 △ 148

7 1 2,021 △ 99.95 △ 2,020

1 1 2,021 △ 99.95 △ 2,020

1 利子 1 2,021 △ 99.95 △ 2,020

8 17,816 17,700 0.66 116

☆ 実施計画査定額と当初予算額の差額 1 17,815 17,698 0.66 117

1 一般被保険者保険税還付金 16,800 16,800 0.00 0

残高 2 退職被保険者等保険税還付金 120 120 0.00 0

148,375円 3 一般被保険者還付加算金 292 324 △ 9.88 △ 32

4 退職被保険者等還付加算金 3 3 0.00 0

5 償還金 600 451 33.04 149

2 1 2 △ 50.00 △ 1

R5.1.25 印刷 2 出産費資金貸付基金繰出金 1 2 △ 50.00 △ 1

9 1,000 1,000 0.00 0

1 1,000 1,000 0.00 0

1 予備費 1,000 1,000 0.00 0

14,477,059 14,135,041 2.42 342,018

比較増減額

　令和５年度　国民健康保険特別会計　【当初予算】(案）
歳　入

款 項 目
R５当初予算 R４当初予算 比較増減額

款
〔千円〕

国民健康保険税

2
0
.7
0
%

2
2
.2
3
%

総務費

0
.4
2
%

0
.4
7
%

項 目
R５当初予算 R４当初予算

国民健康保険税 総務管理費

徴税費

運営協議会費

趣旨普及費

保険給付費

〔千円〕 〔千円〕 〔千円〕

国庫補助金

高額療養費

県支出金

7
1
.1
4
%

7
1
.8
0
%

県補助金

高額介護合算療養費

移送費

7
0
.1
9
%

療養諸費

使用料及び手数料

0
.0
0
%

0
.0
0
%

手数料

国庫支出金

0
.0
0
%

0
.0
0
%

2
8
.0
5
%

2
7
.1
1
%

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

財産収入

0
.0
0
%

0
.0
0
%

出産育児諸費

財産運用収入

繰入金

7
.8
0
%

5
.5
9
%

葬祭諸費

他会計繰入金

7
0
.9
8
%

基金繰入金

介護納付金分

繰越金

0
.0
0
%

0
.0
0
%

繰越金 共同事業拠出金

傷病手当諸費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

雑入

特定健康診査等事業費

合　　　　　　　計

歳入 － 歳出 基金積立金

0
.0
0
%

0
.0
0
%

共同事業拠出金

諸収入

0
.3
6
%

0
.3
8
%

延滞金、加算金及び過料 保健事業費

1
.2
1
%

1
.2
9
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

基金積立金

○ 国民健康保険特別会計繰出金実施計画

　令和４年度実施計画要望額（令和５年度分） 667,314千円 公債費

0
.0
0
%

0
.0
1
%

　令和４年度実施計画査定額（令和５年度分）

○ 令和４年度末基金残高見込額

・財政調整基金繰越見込額(利子予算額＋残高） 149,375円

・出産費資金貸付基金繰越見込額 2,850,976円

596,300千円 公債費

=G68-G67

　令和５年度当初予算額 1,129,745千円 諸支出金

（175,000円貸付中）

繰出金

予備費

0
.0
1
%

0
.0
1
%

予備費

0
.1
2
%

0
.1
3
%

462,431千円 ☚ 法定外繰入金 償還金及び還付加算金

　令和５年度　一般会計（国保）　当初予算 合　　　　　　　　計
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令和５年度 国民健康保険特別会計当初予算の概要 

 

歳入 

予算科目（款） 金額 概要 

１国民健康保険税 2,996,217千円 
〇被保険者が納付する国民健康保険税 

（現年分、滞納繰越分） 

４県支出金 10,299,488千円 
〇埼玉県から交付される交付金 

（普通交付金、特別交付金） 

６繰入金 1,129,746千円 
〇一般会計からの法定繰入金 

〇歳入金の不足のため法定外繰入金の受入額 

８諸収入 51,603千円 
〇保険税滞納繰越分に係る延滞金、無資格受診等

による医療費の返還金 

 

歳出 

予算科目（款） 金額 概要 

１総務費 60,761千円 〇国保事業全般の事務的経費 

２保険給付費 10,160,918千円 〇療養費のうち保険者負担分 

３国民健康保険 

事業費納付金 
4,061,248千円 〇市町村が埼玉県に納付する保険事業納付金 

５保健事業費 △6,466千円 〇各保健事業に係る事業費及び関連経費 

８諸支出金 17,403千円 
〇保険税の過年度還付金及び還付加算金 

〇過年度の普通交付金等の返還金 

９予備費 1,000千円 〇不測の事態のための予備費 
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歳入予算の概要 

【国民健康保険特別会計】 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節１ 医療給付費分現年課

税分 

細節 医療給付費分現年課

税分 

令和 5年度当初予算額 ２，０１８，２１８千円 令和 4年度当初予算額 ２，０７６，２８８千円 令和 3年度決算額 ２，１２２，６７８千円 

概要 

一般被保険者  30,878人 

一般世帯数    20,646世帯 

調定見込額 2,072,744千円×収納見込率 95.86％＝1,986,932千円（現年課税分） 

・ 0,032,637千円×収納見込率 95.86％＝  31,286千円（過年度随時課税分） 

※ 国民健康保険税は、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分に分かれ、下表のとおり、所得割、資産

割、均等割、平等割が課税されます。 

 所得割 資産割 均等割 平等割 限度額 

医療給付費分 7.4％ 10％ 20,000円 3,000円  65万円 

後期高齢者支援金分 2.4％ ― 10,000円 ―  20万円 

介護納付金分 1.6％ ― 13,000円 ―  17万円 

 

 

担当課 国保医療課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節２ 後期高齢者支援金分

現年課税分 

細節 後期高齢者支援金分

現年課税分 

令和 5年度当初予算額 ６５７，１１６千円 令和 4年度当初予算額 ７０６，２７３千円 令和 3年度決算額 ６００，９３９千円 

概要 

被保険者  30,878人 

調定見込額 677,464千円×収納見込率 95.68％＝648,198千円（現年課税分） 

額 009,321千円×収納見込率 95.68％＝ 8,918千円（過年度随時課税分） 

担当課 国保医療課 

 

 

資料２-３ 

令和５年２月７日 



2  

 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節３ 介護納付金分現年課

税分 

細節 介護納付金分現年課

税分 

令和 5年度当初予算額 １８８，４９１千円 令和 4年度当初予算額 ２０６，４８５千円 令和 3年度決算額 １９１，６３９千円 

概要 

被保険者  9,228人 

調定見込額 196,995千円×収納見込率 93.88％＝184,939千円（現年課税分） 

003,783千円×収納見込率 93.88％＝ 3,552千円（過年度随時課税分） 

※ 40歳以上 64歳以下の被保険者が対象です。 

担当課 国保医療課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 5年度当初予算額 ９３，３７０千円 令和 4年度当初予算額 １０９，１８１千円 令和 3年度決算額 ９４，２８４千円 

概要 調定見込額 327,847千円×収納見込率 28.48％＝93,370千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 5年度当初予算額 ２５，９３５千円 令和 4年度当初予算額 ２９，４６９千円 令和 3年度決算額 ２６，８９２千円 

概要  調定見込額 103,083千円×収納見込率 25.16％＝25,935千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目１ 一般被保険者国民健

康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 5年度当初予算額 １３，０３８千円 令和 4年度当初予算額 １４，９９５千円 令和 3年度決算額 １３，７２５千円 

概要 調定見込額 48,561千円×収納見込率 26.85％＝13,038千円 担当課 収税課 
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款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節４ 医療給付費分滞納繰

越分 

細節 医療給付費分滞納繰

越分 

令和 5年度当初予算額 ３１千円 令和 4年度当初予算額 １０６千円 令和 3年度決算額 ２２６千円 

概要 調定見込額 113千円×収納見込率 27.60％＝31千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節５ 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

細節 後期高齢者支援金分

滞納繰越分 

令和 5年度当初予算額 ８千円 令和 4年度当初予算額 ３千円 令和 3年度決算額 ８千円 

概要  調定見込額 31千円×収納見込率 27.60％＝8千円 担当課 収税課 

 

款１ 国民健康保険税 項１ 国民健康保険税 目２ 退職被保険者等国民

健康保険税 

節６ 介護納付金分滞納繰

越分 

細節 介護納付金分滞納繰

越分 

令和 5年度当初予算額 ７千円 令和 4年度当初予算額 ４千円 令和 3年度決算額 ２３千円 

概要 調定見込額 28千円×収納見込率 27.60％＝7千円 担当課 収税課 
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款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節１ 普通交付金 細節 普通交付金 

令和 5年度当初予算額 １０，１０２，３０７千円 令和 4年度当初予算額 ９，９７９，５２１千円 令和 3年度決算額 １０，４８７，９７０千円 

概要 

平成 30 年度からの国保広域化に伴い、保険給付の実施、その他国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施のため、

保険給付費に要する費用の全額（出産・葬祭諸費等を除く）が県から交付されるものです。 

交付額 10,102,307千円 

・一般被保険者療養給付費分            8,631,000千円 

・一般被保険者療養費分                  111,000千円 

・一般被保険者高額療養費分            1,338,000千円 

・一般被保険者高額介護合算療養費分        2,200千円 

・一般被保険者移送費分                      100千円 

・退職被保険者等療養給付費分                10千円 

・退職被保険者等療養費分                   10千円 

・退職被保険者等高額療養費分                10千円 

・退職被保険者等高額介護合算療養費分       100千円 

・退職被保険者等移送費分                   100千円 

・審査支払手数料分                      19,777千円 

担当課 国保医療課 

    

款４ 県支出金 項１ 県補助金 目１ 保険給付費等交付金 節２ 特別交付金 細節 特別交付金 

令和 5年度当初予算額 １９７，１８１千円 令和 4年度当初予算額 １６９，５０４千円 令和 3年度決算額 １９６，４６６千円 

概要 

平成 30 年度からの国保広域化に伴い、県内市町村の財政状況その他の事情に応じた財政調整のため、県から交付

されるものです。 

交付額 197,181千円＝①+②+③ 

①  医療費適正化に係る市町村の努力に応じたインセンティブ等として、交付されるものです。 

交付額①＝165,000千円 

② 特定健康診査の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

  5,004円×9,300人×2/3＝31,024千円  

交付額②＝31,024千円 

③特定保健指導の実施見込人数に応じた金額の 2/3相当額が県負担金として交付されるものです。 

ア動機付け支援 4,740円×175人×2/3〔初回面接のみ〕＋1,170円×175人×2/3〔実績評価のみ〕＝689,500円 

イ積極的支援  7,020円×40人×2/3〔初回面接のみ〕＋ 10,530円×40人×2/3〔実績評価のみ〕＝468,000円 

交付額③（ア＋イ）＝1,157千円 

担当課 

① 国保医療課 

② 健康管理課 

③ 地域保健課 
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款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節１ 保険基盤安定繰入金 細節 保険基盤安定繰入金 

令和 5年度当初予算額 ５１７，９３２千円 令和 4年度当初予算額 ４３５，３７２千円 令和 3年度決算額 ５１２，９４５千円 

概要 

低所得者に対する保険税軽減相当額を公費で補填する制度（保険税軽減分）と、保険税軽減の対象となった一般被保険

者数に応じて保険税の一定割合を公費で補填する制度（保険者支援分）で、国・県・市が負担した公費を一般会計から国

民健康保険特別会計へ繰入れるものです。このほか、子育て支援を目的とした未就学児の均等割軽減分の繰入金を含みま

す。 

担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節２ 事務費繰入金 細節 事務費繰入金 

令和 5年度当初予算額 ６７，３２１千円 令和 4年度当初予算額 ７９，５０４千円 令和 3年度決算額 ７２，８３６千円 

概要 国民健康保険の事務の執行に要する経費を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節３ 出産育児一時金繰入

金 

細節 出産育児一時金繰入金 

令和 5年度当初予算額 ３０，０００千円 令和 4年度当初予算額 ２５，７６０千円 令和 3年度決算額 ２９，４００千円 

概要 出産育児一時金の 2/3相当額を一般会計から繰入れるものです。 担当課 国保医療課 

 

款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節４ 財政安定化支援事業

繰入金 

細節 財政安定化支援事業繰

入金 

令和 5年度当初予算額 ４６，８８２千円 令和 4年度当初予算額 ４８，８１５千円 令和 3年度決算額 ４９，５４２千円 

概要 
低所得者や高齢者の割合が高い国民健康保険の財政健全化及び保険税負担の平準化のため、地方財政措置（地方交付税）

をされているもので、一般会計から繰入れるものです。 
担当課 国保医療課 
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款６ 繰入金 項１ 他会計繰入金 目１ 一般会計繰入金 節５ その他一般会計繰入

金 

細節 その他一般会計繰入金 

令和 5年度当初予算額 ４６７，６１０千円 令和 4年度当初予算額 １千円 令和 3年度決算額 ０千円 

概要 国民健康保険特別会計の収支不足分を一般会計から補填するものです。 担当課 国保医療課 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

款 ２ 項 １ 目 １ 一般被保険者療養給付費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養給付費保険者負担金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

８，６３１，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

８，５１５，６８０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 8,631,000 

令和 3年度決算 
事業費総額 

８，９３２，７７６千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うもので、療養を目的と

した診察、投薬、病院への入院などの一連の医療サービスを給付するものです。 

診療報酬等に応じて、保険者が保険医療機関等に支払う費用であり、医療費

（10割）から被保険者が窓口で支払った一部負担金を除いた 7割（8割もあり）

を支払うものです。 

※ 一般被保険者とは、退職被保険者等以外の被保険者です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

計 8,631,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 8,631,000 

計 8,631,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 

資料２-４ 

令和５年２月７日 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 １ 目 ３ 一般被保険者療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 療養費保険者負担金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１１１，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

１０７，１６０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 111,000 

令和 3年度決算 
事業費総額 

１０８，９５０千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

この事業は、一般被保険者の疾病や負傷に関して行うものですが、保険医療

機関等以外の柔道整復師等の施術やコルセット等の治療用装具で療養費の取

扱いが行われている場合等に療養費を給付するものです。 

原則、被保険者の申請に基づき、保険者が被保険者に対して支払う費用であ

り、医療費（10割）から被保険者の一部負担金相当額を除いた 7割（8割もあ

り）を支払うものです。 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

計 111,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 111,000 

計 111,00 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ２ 項 ２ 目 １ 一般被保険者高額療養費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 高額療養費負担金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１，３３８，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

１，３３５，０４８千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 県支出金 普通交付金 1,338,000 

令和 3年度決算 
事業費総額 

１，３６８，４２９千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

一般被保険者が 1か月に医療機関等に支払った自己負担額が下表の自己負担

限度額を超えた場合、超えた金額を給付する費用です。 

○ 自己負担額一覧 

・70歳未満の被保険者 

所得区分（基礎控除後の総所得金額等） 自己負担限度額（3回目まで） 

ア：901万円超の世帯 252,600円＋（医療費の総額－842,000円）×1％ 

イ：600万円超 901万円以下の世帯 167,400円＋（医療費の総額－558,000円）×1％ 

ウ：210万円超 600万円以下の世帯 80,100円＋（医療費の総額－267,000円）×1％ 

エ：210万円以下の世帯 57,600円 

オ：住民税非課税の世帯 35,400円 

 

 

 

 

計 1,338,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 1,338,000 

計 1,338,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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・70歳以上の被保険者 

所得区分 自己負担限度額（３回目まで） 

課税所得 690万円以上の者 252,600円＋（医療費の総額－842,000円）×1％ 

課税所得 380 万円以上 690 万円未満
の者 

167,400円＋（医療費の総額－558,000円）×1％ 

課税所得 145 万円以上 380 万円未満
の者 

80,100円＋（医療費の総額－267,000円）×1％ 

一般：課税所得 145万円未満の者 
外来[個人]18,000 円(年間上限額 144,000 円)・外
来+入院[世帯]57,600円 

Ⅱ：住民税非課税の者 外来[個人]8,000円・外来+入院[世帯]24,600円 

Ⅰ：住民税非課税で主に年金収入が
80万円以下の者 

外来[個人]8,000円・外来+入院[世帯]15,000円 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ２ 項 ５ 目 １ 出産育児一時金 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 出産育児一時金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

４５，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

３８，６４０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 06 繰入金 出産育児一時金繰入金 30,000 

令和 3年度決算 
事業費総額 

３９，７９３千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者の出産及び育児の費用負担の軽減を目的に、一時金を支給するため

の費用です。 

給付額は 50 万円（産科医療補償制度に加入していない医療機関等で出産し

た場合は 48万 8千円）です。 

※ 産科医療補償制度とは、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺のお子さま

とご家族の経済的負担を速やかに補償するとともに、原因分析を行い、同

じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の

防止・早期解決および産科医療の質の向上を図ることを目的に創設された

制度です。制度の運営は、公益財団法人日本医療機能評価機構が行ってい

ます。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

計 30,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 45,000 

計 45,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ２ 項 ６ 目 １ 葬祭費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 葬祭費補助金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１２，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

１３，５００千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

     

令和 3年度決算 
事業費総額 

１１，９００千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

被保険者が亡くなったとき、その者の葬儀を行う者に対して支給する費用で

す。 

支給額は 5万円です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 12,000 

計 12,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

 

款 ２ 項 ７ 目 １ 傷病手当金 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 傷病手当金 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１，０００千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

４６２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

２，１４２千円 04 県支出金 特別交付金 1,000 

令和 3年度決算 
事業費総額 

１，３１３千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

新型コロナウイルス感染症に感染し（発熱等の症状があり感染が疑われる場合

を含む）、その療養のために勤務することが出来ず、給与または給与の一部の支

払いを受けることが出来ない被用者に対する傷病手当金の費用です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 1,000 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

02 補助及び交付金 1,000 

計 1,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 



 

 

8 

 

事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

款 ３ 項 １ 目 １ 
一般被保険者医療給付費

分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者医療給付費分 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

２，６４７，８２１千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

２，５３９，５３２千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

２，７６８，４８３千円 01 

 

03 

04 

国民健康保

険税 

国庫支出金 

県支出金 

医療給付費分現年課税分 

（一般被保険者） 

災害臨時特例補助金 

特別交付金 

2,018,218 

 

1 

159,500 

令和 3年度決算 
事業費総額 

２，５６４，４９０千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、市の保険給付に要する費用は、全額県よ

り交付されることになったことから、市が負担すべき費用のうち、一般被保険

者の医療給付に係る費用を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

計 2,177,719 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 2,647,821 

計 2,647,821 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

 

款 ３ 項 ２ 目 １ 
一般被保険者後期高齢者

支援金等分 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 
事 業 名 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１，０４５，３７７千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

９０９，６７０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

９５９，９５９千円 01 国民健康保

険税 

後期高齢者支援金分現年

課税分（一般被保険者） 

657,116 

令和 3年度決算 
事業費総額 

９９７，０５６千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた後期高齢者医療

制度への支援金に係る事務は、県が行うことになったことから、市が負担すべ

き費用のうち、一般被保険者の後期高齢者医療制度の支援に係る費用を県に納

付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 
 

計 657,116 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 1,045,377 

計 1,045,377 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ３ 項 ３ 目 １ 介護納付金分 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 介護納付金分 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

３６８，０５０千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

３８１，８３７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

３７９，９１７千円 01 

 

01 

国民健康保

険税 

国民健康保

険税 

介護納付金分現年課税分 

（一般被保険者） 

介護納付金分現年課税分 

（退職被保険者等） 

188,491 

 

1 
令和 3年度決算 
事業費総額 

４０２，２５１千円 

根 拠 法 令 等 国民健康保険法 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

平成 30 年度からの国民健康保険の県広域化により、財政責任の主体を県が

担うことになりました。これに伴い、これまで市が行っていた介護保険制度へ

の納付金に係る事務は、県が行うことになったことから、市が負担すべき費用

を県に納付するものです。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が、各都道府県に納付金を納付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 188,492 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 

 

 

 

 

 

01 負担金 368,050 

計 368,050 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】      健康推進部 国保医療課 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

生活習慣病等の予防に関するポスターの掲示に、市内医療機関、区

長会、商工会、郵便局、いるま野農業協同組合、大型小売店、商店街

が協力しています。 

事 業 名 健康保持増進事業 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

６，０６６千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

１０，２９７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

4,500 

1,566 
令和 3年度決算 
事業費総額 

７，８８９千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

生活習慣病等の予防及び健康の自己管理をしていただくために実施する次

の事業の費用です。 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

医療費の適正化、被保険者の日常生活の負担軽減及び生活の質（ＱＯＬ）

の低下を防ぐことを目的に、糖尿病性腎症の重症化による人工透析への移行

を抑制するための保健指導と受診勧奨を実施する事業です。 

平成 28年度から埼玉県の共同事業に参加しています。 

・健康レベルアップキャンペーンの実施（簡易健康度測定、健康相談） 

・生活習慣病予防等に関するポスター作成 

・埼玉県が実施するコバトン健康マイレージ事業へ参加 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

・糖尿病性腎症重症化予防事業 

埼玉県内では平成 26 年度から入間市を含め 19 市町が実施し、現在、52

市町が埼玉県共同事業を実施しています。それ以外の市町は、単独で実施し

ています。 

※埼玉県共同事業は、埼玉モデルとして全国に展開されている事業です。 

計 6,066 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

10 

11 

17 

18 

 

01 

04 

01 

02 

01 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

機械器具購入費 

負担金 

687 

68 

42 

269 

5,000 

計 6,066 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

 

 

款 ５ 項 １ 目 ２ 疾病予防費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 人間ドック等助成事業 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

５１,８０５千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

４９,００４千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

     

令和 3年度決算 
事業費総額 

５１,４１２千円 

根 拠 法 令 等 
入間市国民健康保険条例 

入間市国民健康保険人間ドック等助成に関する要綱 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

30歳以上 74歳以下の被保険者を対象に、健康の保持増進を図ることを目的とし 

て人間ドックと脳ドックを受検した者に対し、その受検料の一部を助成するための

費用です。 

助成額は 28,000円（それぞれ年度内 1回を限度）です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

所沢市、飯能市など全国の多くの国民健康保険保険者が助成金を交付しています。 

 

 

 

 

計  

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

18 

 

 

 

 

01 

02 

消耗品費 

補助及び交付金 

5 

51,800 

計 51,805 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 健康管理課 

 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 特定健康診査事業 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

１０８,３４４千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

１１１,３８０千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

31,024 

3,833 
令和 3年度決算 
事業費総額 

９９,５２９千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

40歳以上 74歳以下の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予防と医 

療費の増加抑制を目的に実施する特定健康診査に係る費用です。 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

全国の各市町村が国民健康保険の保険者であり、同様に事業を実施しています。 

 

 

 

計 34,857 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

08 

08 

10 

10 

11 

12 

13 

18 

02 

03 

01 

04 

01 

01 

06 

01 

普通旅費 

特別旅費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

その他使用料 

負担金 

6 

14 

448 

333 

3,950 

3,077 

4 

100,512 

計 108,344 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【国民健康保険特別会計】        健康推進部 地域保健課 

 

款 ５ 項 ２ 目 １ 特定健康診査等事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 

 

事 業 名 特定保健指導事業 

令和 5年度当初予算 
事業費総額 

４，０２８千円 

令和 4年度当初予算 
事業費総額 

４，４６６千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 4年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 04 

06 

県支出金 

繰入金 

特別交付金 

事務費繰入金 

1,157 

551 
令和 3年度決算 
事業費総額 

３，３７１千円 

根 拠 法 令 等 入間市国民健康保険条例 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

40 歳から 74 歳の被保険者を対象に、生活習慣病を中心とした疾病予防と医療費

の増加抑制を目的として、特定健康診査の受診結果から、生活習慣の改善が必要と

判断された方に対し実施する特定保健指導に係る費用です。 

 

〇対象者：特定健診の受診者（入間市国保）のうち下表に該当する者 

腹 囲 
追加リスク 

④喫煙歴 
対 象 

①血糖②脂質③血圧 ４０－６４歳 ６５－７４歳 

≧８５ｃｍ（男性） 

≧９０ｃｍ（女性） 

２つ以上該当  
積極的支援  

動機付け支援 １つ該当 
あり 

なし  

上記以外で 

ＢＭＩ≧２５ 

３つ該当  
積極的支援  

 

動機付け支援 

２つ該当 
あり 

なし 
 

１つ該当  

※糖尿病、高血圧症または脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している人を除く。 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

各市町村が国民健康保険の保険者として、事業を実施しています。 

計 1,708 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

10 

11 

17 

 

 

 

 

01 

01 

04 

01 

01 

 

 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

機械器具購入費 

 

3,150 

265 

86 

296 

231 

計 4,028 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 


